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東京都千代田区九段南4-2-11　市ヶ谷フィナンシャルビル8Ｆ

平成15年11月10日

2,050百万円

NISグループ株式会社(39％）、中小企業信販機構株式会社（31％）、中小企業飲食機構株式会社（30％）

代表取締役社長　武田　浩和

取締役　松井　久生    取締役　原澤　昭久　　取締役　浜野　幸也　　取締役　河村　巧

監査役　福井　信行

37名

総合リース業（割賦含む）、店舗出退店支援事業、売掛債権保証、ファイナンス業務全般

本　　　　 社　　　　TEL 03-5275-1365 FAX 03-5275-1326

本社

設立

資本金

株主

役員

従業員数

業種

連絡先

リース事業協会　賛助会員　563番　　　貸金業登録　東京都知事(2)第28385号

金融商品取引業（投資助言･代理業）　関東財務局長（金商）第620号

宅地建物取引業　　東京都知事（1）第85195号
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：

東京都新宿区西新宿１丁目６－１ 新宿エルタワー２５Ｆ

昭和３５年５月２７日

２６２億８,９百万円

１２店舗

４５０名

総合金融サービス業　

四国財務局長(９)第０００１６号

嵜岡　邦彦

安岡　雅之

東京証券取引所市場第１部　　コード番号　８５７１

商号

東京本社　

設立

資本金　

店舗数 

従業員

事業内容 

登録番号

代表取締役社長

代表取締役会長

上場取引所

◆ 株主概要

平成21年4月現在

平成20年9月末日現在

商号

代表者

本店所在地

事業内容

資本金

商号

代表者

本店所在地

事業内容

資本金

中小企業信販機構株式会社

代表取締役社長　原澤　昭久

東京都千代田区飯田橋一丁目3番7号

中小規模事業者・一般消費者向け割賦販売事業
等

10百万円

中小企業飲食機構株式会社

代表取締役社長　前田　京介

東京都千代田区飯田橋一丁目3番7号

飲食店向け支援事業等

10百万円

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

◆　提携会社概要



 

倒産件数・負債総額　【法的整理のみ】
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上場企業の倒産増加
【年間34件】

◆　社会情勢 2008年（平成20年）1月～12月

★　倒産件数は1万2681件、前年比15.7％増加、負債総額は11兆9113億円、前年比116.9％増加

※　2008年の倒産件数増加の主因を見てみると、中小・零細企業の倒産の増加のほか業種別では、特に運輸・通信業、建設業、
卸売業の倒産の大幅増加があげられ、全体の件数を押し上げる要因となっている。

■　要因・背景　　急速な景気後退を受け、「不況型倒産」が増加

※　100年に1度と言われる世界的な金融危機はさらに深刻さを増し、収益環境、資金調達環境ともに悪化の一途をたどっている。
生産、消費、雇用のすべてにおいて悲観的な見方が広がる中、実体経済の悪化はこれから本番を迎え、倒産件数の増加基調は2009年も続く
と思われる。

与信管理対策が
不可欠！！！

（件）

（億円）

？

【負債総額】

【倒産件数】
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“戦後最悪を更新”



 

◆　売掛債権ソリューション一覧

ＮＩＳ決済代行サービス
(立替払い・ファクタリング)

ＮＩＳ売掛債権保証

貸倒リスクの排除・軽減

与信のアウトソーシング新規取引先獲得

売掛債権の早期資金化

【ニーズ一覧・主な対象商品】

【ソリューション一覧】

買掛金の支払サイトの延長

Ｐ．５～１４ Ｐ．１５

企業調査

　 貴社 販売先 想定先企業

販売先
調査

リスク
ヘッジ

早期
資金化

回収
代行

販売先
承諾

支払サイト
の延長

ＮＩＳ売掛債権保証 ○ ○ - - 不要 ○ 買い手が優位なマーケット
買い手が見えないマーケット
カタログ通販・各種卸売業等

ＮＩＳ決済代行サービス
（債務引受） ○ ○ ○ ○ 要 ○ 現金取引または決済サイトが

短いマーケット
卸売市場・オークション・ＦＣ本部等

企業審査サービス
リスクモンスター ○ - - - 不要 - 全取引先

取引枠の拡大

取引動態管理回収業務の削減 売上増大 キャッシュフローの改善
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◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」商品概要

貴社の販売先に対する売掛債権を保証し、万が一販売先が支払不能になった場合に、予め設定した保証金額をお支払いするサービスです。
※倒産債権だけでなく支払遅延も保証対象とする事が可能です。（個別債権保証の場合）　※詳細はＰ１０参照

　

※　貴社からの保証依頼のあった販売先に対して「調査」を行い、保証の諾否・保証限度額等を決定致します。
　 調査の結果、保証をお引き受けできない場合もありますことをご了承ください。
※　弊社による「調査」は側面調査であり、貴社の販売先に対して直接的な接触やヒアリング等は一切致しません。
　  したがって、貴社の販売先に「債権保証」が設定されていることは、貴社・弊社間の非公開情報となります。

　  万一販売先が支払不能になり、保証履行がなされた場合に限り、販売先に「通知」されることになります。

売掛債権保証とは？

売掛債権保証の仕組み
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◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」を利用するメリット

「ＮＩＳ売掛債権保証」 「取引信用保険」

　個別の取引先、個別の売掛債権に設定が可能
　全取引先の契約に対する包括契約が原則
　（一部保険では、取引先上位20社などの設定も可）

　新規・単発の取引に対しても設定が可能 　継続取引に限り、単発の取引は保険対象外

　回収が不安な取引先に対して設定が可能 　リスクの高い取引先は、個別に保険対象から除外

「取引信用保険」との違い「取引信用保険」との違い

取引信用保険の目的は、あくまで「連鎖倒産の防止」にあるのに対し、ＮＩＳリース「売掛債権保証」は、
「貸倒リスクの軽減や、販売促進・売上増大に貢献すること」を目的とした商品です。

１．貸倒リスクの排除・軽減

２．与信のアウトソーシング

３．販売促進・売上増大に活用

４．債権回収業務の削減

「取引できない」という結論のために、取引希
望の

お客様の与信情報を取得するという無駄なコ
スト

を使っていませんか？

売上・利益に結びつく業務に注力すべきな
のに、

債権回収という「非生産的な業務」にコストや
労力が掛かっていることはありませんか？

経済情勢の変化による取引先の
「貸し倒れ」によって、Ｂ／ＳやＰ／

Ｌが
不安定になってはいませんか？

新規取引希望のお客様の与信が不安で取引
できないことや、取引先からの注文が与信枠を超

えて
困ったことはありませんか？
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★　想定できない未回収リスクに振り回されていませんか?

◆　想定できない未回収リスクに対して保証を使うことで、リスク、コストの平準化に成功！！

不確定な未回収リスクを、保証料という一定のコストで
アウトソーシングすることで、コスト試算が容易になり、
安定した経営体制を築くことが可能に。

過去

・回収業務の増加によって専門の担当者を増員

・販売先の増加に伴い、取引先の倒産や支払いの遅延が増加

・新規取引先に対する基準の強化による収益機会の逸失

人件費・事務コストの増加

新規受注の停滞

貸倒損失の増加による利益の圧迫

現在

人件費・コストの平準化

保証を利用した新規受注獲得の増加

●

●
●●

●

●

●

● ●
● ●貸倒損失●

貸倒損失●

（万円）

乱高下 平準化

◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」利用事例　...「安定経営」の事例

⇒　財務基盤が安定せず、資金繰りに影響！！！
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◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」利用事例　...「効率経営」の事例

◆　経営資源の集中、重点分野への配分によるコストの削減に成功！！

ⅰ　～回収関連業務の増加～

     取引先の件数増加に伴い、回収業務が増加し、
     営業人員の増加をせざるを得ない。

※　営業マンの業務を分析すると与信関連作業や
回収業務といった後ろ向きの作業が多い。

ⅱ　～与信業務の増加～

     与信業務の増加によって、新規取引先の調査、既
　　 存取引先の管理等、担当者の負担が大きくなって
     しまっている。

・　小口先や新規スポットの取引先に対しては保証を活用することで、与信関連の作業や管理に掛かる手間
やコストを削減し、大口先の管理に資源を集中することが可能となった。

・　保証を利用しリスクヘッジすることで、結果的に回収業務をアウトソーシングでき、営業マンの後ろ向きの
作業負担が減った結果、業務の効率化が図れ、新規受注の増加につながった。

【　結果　】

★　経営資源の分散による周辺の「コスト」や「損失」が増加していませんか？

【　課題　】
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◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」利用事例　...「攻めの経営」の事例

ⅰ　～取引枠の拡大要請～＜Ｂ社＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     自社与信の枠は、すでにいっぱい。売上は伸ば
      していきたいが金額が大きいとやはり不安。

※ⅰ

※ⅱ

ⅱ　～新規の取引依頼～＜Ｆ社＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 既存取引先からの紹介であり、取引を行いたい
     が規模が小さく、企業内容が不明瞭。判断に迷う
。

・　Ｂ社に対する自社与信をＯＶＥＲした金額について、Ｂ社1社のみに対して極度額保証を活用。
   保全を十分にした上で取引拡大を決定。

・　Ｆ社に対して、個別債権保証を支払サイトに合わせて活用。保全をかけた上で取引を開始。

【　結果　】

★　将来の優良取引先、大口顧客を逃してはいませんか？

【　課題　】

◆　保証を活用することで、『売上増大』『販路拡大』に成功！！
9



 

◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」の種類

個別債権保証とは？　個別債権保証とは？　
　販売先との間で発生した実取引の債権額に対し、個別で保証をかけ
ていただきます。保証設定した全ての金額をお支払いするサービスです
。
※保証先との取引内容と金額が確定となっている債権に対してのみ保
証をするのが個別債権保証です。

個別債権保証は以下のケースなどでご活用いただけます個別債権保証は以下のケースなどでご活用いただけます

　１．新規の取引先に販売するとき保証をかける
　　→自社で判断のつかない企業との取引を行うことができ、　
　　　　売上・販路の拡大に繋がります。
　２．スポットの取引や金額の大きい取引に保証をかける
　　→必要に応じて保証をかけることで、自社への影響が大きな
　　　　取引だけを保証することができます。

※ご利用例

売
上
金
額
（売
掛
金)

9月 10月 11月 1月 2月

取引先A社に対しての売上推移

売掛金が大きくなる不安
な月に・・・

3月

極度額保証とは？極度額保証とは？
　貴社の販売先に対する継続的な売掛債権に限度額を設定し、一定の期間
（原則3ヶ月～）限度額内すべての債権を保証いたします。
※保証先の支払不能が発生した時点での売掛債権残高に対して、限度額ま
で保証をするのが極度額保証です。

極度額保証は以下のケースなどでご活用いただけます極度額保証は以下のケースなどでご活用いただけます

※ご利用例

年
間
売
上
金
額

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

取引先Ａ社に対しての年間売上金額

　１．取引金額が大きい継続取引先の売掛債権に保証をかける
　　→万一の多大な損失を防ぎ、取引を続けながら企業与信を計る
　　　　ことができます。
　２．手形債権やサイトの長い売掛債権に保証をかける
　　→貸倒れ発生時に極度額を上限に売掛債権が保証されるため
　　　　積みあがりの売掛に対応できます。

平
均
売
上
ラ
イ
ン

自社
与信ライン個別債権保証

・大きな売上に対して安心して取引ができる。
・ワンショット保証の為、必要最低限のコスト
　に抑える事ができる。

継続的な取引で自社与信を
越えてしまっている場合に・・・

　　　極度額保証
・継続的な売上に対して安心して取引ができる。
・平均売上すべてに保証をかける事もできるが、
　自社与信のオーバー分のみでも保証可能である。

12月

自社与信ラインを
超える売上金額

10

※　極度額保証の保証履行の要件は、原則倒産事由のみとさせていただいております。



 

□　本目安表は、調査会社の評点に連動した目安であり、ＮＩＳリース㈱が保証を受諾することを約束するものではありません。
□　本目安表は、経済情勢等により変更することがあります。
□　保証限度額については、1社ごとのご利用に比べ、3社同時のご利用の場合、より枠取りしやすくなっております。
□　審査により保証可否・限度額・料率が決定します。審査には1,500円/件の審査費用が発生いたします。

◆　保証料率目安表

「パッケージ保証」（5社以上をまとめての保証）、「６ヶ月・12ヶ月保証」、「極度額保証の継続保証」などの場合、
限度額の増枠や保証料率の割引の対象となります。
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　 　 　 同時に3社以上のご利用の場合 1社ごとのご利用の場合

　 企業調査会社
の評点

保証限度額
（極度額）

保証料率
（極度額保証）

保証料率
（個別保証）

保証料率
（極度額保証）

保証料率
（個別保証）

1 66点以上 ～30,000千円 0.125% /月～ 0.625% /月～ 0.200% /月～ 0.700％ /月～

2 61点以上 ～30,000千円 0.375% /月～ 0.875% /月～ 0.550% /月～ 1.050％ /月～

3 56点以上 ～10,000千円 0.750% /月～ 1.250% /月～ 1.125% /月～ 1.625％ /月～

4 51点以上 ～10,000千円 1.100% /月～ 1.600% /月～ 1.800% /月～ 2.300％ /月～

5 47点以上 ～　5,000千円 1.350% /月～ 1.850% /月～ 2.000% /月～ 2.500％ /月～

6 46点以下 ～　5,000千円 1.800% /月～ 2.300% /月～ 2.500% /月～ 3.000％ /月～

7 調査あるが評点なし 　個別審査により

8 情報なし・新設企業 ～　5,000千円 2.000% /月～ 2.500% /月～ 3.000% /月～ 3.500％ /月～

個別審査により 個別審査により



 

◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」活用方法（極度額保証）

「パッケージ保証」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

「一括保証」

貴社の事業モデルに合わせて以下のような保証アレンジができます。貴社の事業モデルに合わせて以下のような保証アレンジができます。
※あくまで活用例であり、ご要望がありましたらお寄せください。

自社でピックアップした保証先に対して。
ピックアップ条件は、貴社次第。

保証先５社以上合わせて保証をかける
事により包括保証料率適用！！

固定料率適用！！

債権管理の　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　アウト
ソーシング

債権のリスクヘッジ

５社以上の企業に対してまとめて保証をご利用頂く事で、保証料を
ディスカウントする事が可能です。また、幅広くリスクヘッジする事ができます。

≪利用例≫

※　他社の保証枠不足の取引先、引受け不可先に対して包括的に保証を
　　 利用することで、さらなる取引拡大を図る。

 ※　取引先の中の要注意先から、１社のみピックアップし保全を掛けることは困難。
　　⇒包括的に保全することでリスクの平準化を図る。

売上

リスク

高低

自社与信
範囲内

自社与信
範囲外 「自社与信範囲外」に位置する

取引先への保全策として・

審査の　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　アウトソー
シングたとえば、取引先に対して

すべてに保証を利用すると・・・？

【　保証対象先　】
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「６ヶ月・12ヶ月保証」

一定の期間以上（6ヶ月～）保証を利用することで、保証料をディスカウントすることが可能です。

第1位・・・・　10月
第2位・・・・・　3月
第3位・・・・　12月

★　2007年

第1位・・・・・　3月

第2位・・・・　10月

第3位・・・・・　5月

★　2006年

第1位・・・・・　3月

第2位・・・・　12月

第3位・・・・　10月

★　2005年

第1位・・・・　10月

第2位・・・・・　6月

第3位・・・・　12月

倒産件数が多い月　ワースト３  

取引先すべてに保証をご利用頂く事により保証料率を平準化しながらすべて未回収リスクを
回避する事により、与信管理をアウトソーシングし販売に注力する事ができます。

※取引先のボリュームが大きい程、保証料もディスカウントが可能になります。

　　※　取引先が数千社あり、審査スピード、承認率アップ、倒産リスク等の与信管理業務全般を
　　　　 アウトソーシングできる企業を探していた・・・

※　ＮＩＳリースの一括保証で債権すべてを保証する事により、従来の与信管理業務にかかる
　　 人的コスト、与信コスト等を営業に注力し売上を増大させる事ができる

≪利用例≫

≪利用例≫

　　※　継続的な取引を行なう先に対して、一般に倒産の多い時期をカバーできるように保証を利用する。

　　※　パッケージ保証と組み合わせて利用することで、既存取引先に対しての保全を図る。

　　※　一定期間ごとの債権の見直しに合わせて、保証枠についても見直しを行なっていく。



 

◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」の流れ（個別債権保証） 

「
保
証
審
査
依
頼
書
」
提
出

「
保
証
限
度
額
設
定
通
知
書
」
交
付

「
保
証
依
頼
書
　
Ｄ
　
　
Ｅ
」

「
保
証
確
認
書
・
ご
請
求
書
」
の
交
付

「
保
証
料
」
支
払

「
保
証
履
行
依
頼
書
」
提
出

「
保
証
債
務
」
の
履
行

保証開始日

５営業日以内 1営業日以内 

支払期日  保証期間

貴社から弊社（ＮＩＳリース）に対して

弊社（ＮＩＳリース）から貴社に対して

貴社・弊社（ＮＩＳリース）双方にて

3/21（金）2/8(金） 2/14(木） 2/29（金）2/1(金） 2/7（木） 3/11（火）

「
保
証
取
引
基
本
契
約
書
」
締
結

※２　支払遅延以外の履行に関しては、履行依頼書提出後に債権債務の
       確認ができ次第30営業日以内で保証履行をさせて頂きます。

「
保
証
依
頼
書
Ｃ
」
の
提
出

取引開始日

ｏｒ

基本的には上記の保証限度額設定までは個別保証と同じですが
、債権を確定する作業が無い為、保証開始予定日の前日までに
保証依頼書をご提出して頂きます。基本的には保証開始から3ヶ
月～6ヶ月間の保証期間となります。

極度額保証の流れ

「
証
憑
書
類
」
の
提
出

「
保
証
履
行
事
由
発
生
報
告
書
」
提
出

５営業日以内 ７営業日以内 ７営業日以内

※1 ※２

※1　保証履行依頼の有無に関わらず、保証依頼をした債権に履行事由
　　　 が発生した場合は、必ずご提出ください。報告がない場合、
       のちに保証履行ができない場合がございます。

個別保証タイプの保証開始日は、
原則、以下のタイミングとなります。

①債権の発生日（納品日）
②債権の締日
③手形の受領日

13



 

【２】保証希望先リストの提出
　　貴社の販売先の中から、保証を希望する販売先を選び出し、保証希望限度額等を
所定のリスト（以下：「審査依頼書」）に記入をしていただき、ご提出いただきます。

【３】保証限度額及び保証料率の設定
　　ご提出いただいた「審査依頼書」に基づき、依頼された各企業の調査を行い、１社ご
とに保証限度額及び保証料率の設定を行い、書面（保証限度額設定通知書）にて通
知します。

【１】保証取引基本契約の締結
　　貴社とＮＩＳリースの間で保証取引契約（基本契約）を締結します。       
                           

【４】保証先との取引開始
　　保証希望の販売先と取引が開始した時点で「保証依頼書Ｃ」をご提出して頂きます。
「保証依頼書Ｃ」を提出せずに売上の締め時点で「保証依頼書Ｄ」を頂く形では、保証依
頼時に保証がお受けできなくなる場合がございます。                                  

手続きの流れ手続きの流れ

【5】保証の開始
　　保証希望の販売先や取引金額等を記載した「保証依頼書Ｄ」もしくは「保証依頼書Ｅ」と取引
の証憑書類（請負契約書・売買契約書・請求書・納品書　等）を提出して頂きます。保証取引契
約によって予め定められた日（ex.貴社の営業上の締日）より保証開始となります。                   
               

◆　「ＮＩＳ売掛債権保証」の手続き（個別債権保証）

ステップ２

ステップ１

ステップ3

ステップ4

ステップ5

【6】保証料の支払
　　ご提出いただいた「保証依頼書」に基づいて、「保証確認書 ・ご請求書」を送付いた
します。　保証取引契約に定められた一定期日に保証料をお支払いいただきます。

ステップ6

【保証履行】
販売先の支払不能などの際、「保証履行事由発生報告書」をご提出いただきます。
保証履行を希望される場合、「保証履行依頼書」をご提出いただきます。
貴社とＮＩＳリースとの間で締結した、保証取引契約の履行基準に基づいて保証履行いたします。
保証履行と同時に、販売先に対しての債権の求償権はNISリースに移行され、
その後の債権管理はＮＩＳリースが行うことになります。

【保証限度額の変更・抹消】
ＮＩＳリースでは、保証限度額を設定した貴社の販売先について定期的に調査を行います。
 貴社の販売先の業況等の著しい変化が生じた場合、書面により保証限度額の減額または
抹消のお知らせを行うことがあります。

【審査費用】
販売先の審査依頼をされますと、1社あたり1,500円の審査費用が発生します。
ただし、保証限度額と保証料率を設定し、貴社より対象先に保証をかけていただきますと
上記費用は発生しません。　
（なお保証不可のご結果の場合は審査費用が発生しますので、ご了承ください）

その他の手続き
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　◆　「ＮＩＳ決済代行サービス」商品概要

売上増加

・　審査・・・・・・・・・・貴社の販売先より直接お申込を頂き、
　　　　　　　　　　　　取引限度額を設定します。
・　取引限度額・・・・50万から2,000万円（要審査）
・　立替期間・・・・・・1ヶ月から２ヶ月　（3ヶ月も検討可能）
・　手数料・・・・・・・・貴社負担。月間取引金額により変動します。
　　　　　　　　　　　　（原則1％～5％）
　　　　　　　　　　　　

・　代金未回収リスクの排除
・　キャッシュフローの改善
・　事務コストの削減（与信調査、債権管理）
・　オフバランス化

・　キャッシュフローの改善
・　支払いサイトの延長　（状況により）
・　支払いの一本化　（状況により）

■　貴社の販売先メリット

■　貴社のメリット

貴社の販売先に対する売掛債権を、弊社が貴社へ立替払いし、後日、販売先から弊社へ
代金をお支払いただきます。キャッシュフローの改善と、代金未回収リスクを回避できます。

Ⅲ　メリット

Ⅰ　ＮＩＳ決済代行サービスとは？

Ⅴ　事例
【決済代行サービスを導入後】

①未回収リスクがなくなることで積極的に拡販を行うことができ、売上をさらに伸ば　
　 すことができた。
②回収業務をアウトソーシングすることで、債権の管理コストの削減に成功した。
③入金の1本化、与信管理・債権管理のフローが整い事務コストの削減に成功した
。

Ⅳ　取引条件

＜インターネットを利用した食材卸売Ａ社の例＞

Ａ社には、全国から引き合いがあり、飲食店や小売業からの問い合わせが
多いが「店がある」こと以外、相手先企業のことがよくわからない。
積極的に拡販していきたいが、与信管理上不安も多い。
また、万一の場合の債権管理に関しても遠方のため困難である。
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Ⅱ　ＮＩＳ決済代行サービスの流れ



 

■「e売掛ソリューション」とは・・・

取引先の倒産リスク対策や新規開拓のお手伝い、また売掛金のファクタリング、
早期資金化のニーズにもお応えするべく、「ＮＩＳ売掛債権保証」、「ＮＩＳ決済代行サービス」
「企業調査サービス」の各種サービスを提供しております。

◆　お知らせ

※イメージ図

お問い合わせ
ＴＥＬ　03-5275-1365　ＦＡＸ　03-5275-1326
ＮＩＳリース株式会社　売掛保証事業部

様々な信用リスクに対して、独自の解決策を提供しています。

企業間取引において避けては通れない売掛金の貸倒リスクや取引先に対
する不安、安全な商取引とビジネスの拡大を妨げる信用リスクに対し、
的確なソリューションを提供することを使命とし、ひいては円滑な商取引の
実現に貢献します。
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